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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第20期 

第３四半期連結 
累計期間 

第21期 
第３四半期連結 

累計期間 
第20期 

会計期間 
自平成26年１月１日 
至平成26年９月30日 

自平成27年１月１日 
至平成27年９月30日 

自平成26年１月１日 
至平成26年12月31日 

売上高 （千円） 3,940,071 3,813,091 6,822,707 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △57,674 24,805 336,169 

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△） 
（千円） △45,935 3,550 193,000 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △57,367 20,654 186,635 

純資産額 （千円） 1,662,563 1,824,470 1,906,566 

総資産額 （千円） 5,998,731 7,356,441 5,776,385 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△） 

（円） △11.18 0.86 46.97 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － 46.96 

自己資本比率 （％） 27.7 24.8 33.0 

 

回次
第20期

第３四半期連結
会計期間

第21期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △10.14 2.47 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第20期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。また、第21期第３四半期連結累計

期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 平成27年８月28日付けで、主に不動産仲介事業及び新築戸建分譲事業を営むシティーホーム株式会社の全株式を取

得し、連結の範囲に含めております。 

 以上の結果、平成27年９月30日現在では、当社グループは当社及び当社の子会社３社により構成されることになり

ました。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による積極的な経済政策や日銀による金融緩和政策を

背景として、企業収益は改善しており、雇用、所得環境も改善傾向が続いております。しかしながら、中国を始

めとするアジア新興国等の経済の下振れ懸念が内在する等、景気は先行き不透明な状況で推移いたしました。 

当社グループの属する不動産業界におきましては、低金利で良好な資金調達環境を背景に、不動産取引が拡大

すると共に、私募ファンドやJ-REIT等による物件取得は依然として活発に行われる等、不動産市況は概ね順調に

推移しております。住宅需要につきましても、首都圏を中心としたマンション販売は堅調に推移し、新設住宅着

工戸数につきましても持ち直しが見られるものの、消費マインドが依然として低位安定する中で、競合他社との

販売競争は厳しく、今後の状況につきましても不透明な状況となっております。 

このような事業環境の下、当社グループは、中長期的な成長に向けた事業展開を推進いたしました。新築戸建

分譲事業における物件の供給が、昨年に比して減少したことで、売上高につきましては減収となりましたが、不

動産仲介事業において、新築住宅、中古住宅共に仲介件数が増加し、継続して取り組んでおります中古住宅の仲

介に伴ったリフォームの獲得が着実に拡大したことで、粗利益率が改善いたしました。これにより、利益面で

は、前年同四半期と比較して大きく上回ることとなりました。 

以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高3,813百万円（前年同四半期比3.2％

減）、営業利益43百万円（前年同四半期は営業損失34百万円）、経常利益24百万円（前年同四半期は経常損失57

百万円）、四半期純利益３百万円（前年同四半期は四半期純損失45百万円）となりました。

 セグメントの業績は次のとおりであります。

①不動産仲介事業

当社グループの中核事業と位置付けております不動産仲介事業におきましては、当社の地域密着戦略における

要として、地域内情報の取得等他事業とのシナジー効果の最大化を目的として事業を展開いたしました。 

この結果、当事業の売上高は366百万円（前年同四半期比38.1％増）、セグメント利益は27百万円（前年同四半

期はセグメント損失３百万円）となりました。

②新築戸建分譲事業

新築戸建分譲事業におきましては、お客様ニーズにマッチした分譲住宅の供給を目標に事業を推進しておりま

す。当第３四半期連結累計期間におきましては、物件の供給が昨年に比して減少したことで、売上高は減少しま

したが、利益面につきましては、前年同四半期には消費税増税後の値引き販売等により一時的に利益率が悪化し

ていたことから、前年同四半期を上回ることとなりました。 

この結果、当事業の売上高は2,798百万円（前年同四半期比12.5％減）、セグメント利益は157百万円（同

44.0％増）となりました。

③建設請負事業

建設請負事業におきましては、注文住宅及びリフォームの請負事業を展開しております。当事業の売上高は382

百万円（前年同四半期比95.0％増）、セグメント利益は16百万円（同72.2％増）となりました。

④損害保険代理事業

損害保険代理事業におきましては、不動産関連サービスから派生する火災保険及び地震保険等の代理店業務を

行っております。当事業の売上高は41百万円（前年同四半期比25.0％増）、セグメント利益は８百万円（同

134.2％増）となりました。
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⑤不動産賃貸事業

不動産賃貸事業におきましては、関西圏を中心として主に住居用マンションやオフィスビルなどの賃貸不動産

の仕入れ、賃貸及び販売を行っております。当事業の売上高は115百万円（前年同四半期比17.9％減）、セグメン

ト利益は60百万円（同16.7％増）となりました。 

⑥介護事業

介護事業におきましては、当社の完全子会社である株式会社ケアサービス友愛を通して、訪問介護サービス及

び居宅介護サービスを提供しております。当事業の売上高は109百万円（前年同四半期比1.3％増）、セグメント

損失は４百万円（前年同四半期はセグメント利益１百万円）となりました。 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 13,000,000 

計 13,000,000 

 

②【発行済株式】

種類 

第３四半期会計期間末現在発行数 

（株） 

（平成27年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 

（平成27年11月13日） 

上場金融商品取引所名又は 

登録認可金融商品取引業協会名 
内容 

普通株式 4,110,000 4,110,000 
福岡証券取引所 

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場） 
（注） 

計 4,110,000 4,110,000 － － 

（注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。また、当社は単

元株制度を採用しており、１単元株式数は100株であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数

増減数（株） 
発行済株式総数

残高（株） 
資本金増減額

（千円） 
資本金残高 
（千円） 

資本準備金増

減額（千円） 
資本準備金残高

（千円） 

平成27年７月１日～ 

平成27年９月30日 
－ 4,110,000 － 328,842 － 173,940 

 

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年6月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,110,000 41,100 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 4,110,000 － － 

総株主の議決権 － 41,100 － 

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 

所有株式数（株） 
他人名義 

所有株式数（株） 
所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に 

対する所有株式数の 

割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,178,892 1,594,600 

受取手形及び売掛金 30,239 29,376 

販売用不動産 501,510 1,283,693 

仕掛販売用不動産 735,272 1,632,628 

未成工事支出金 3,959 22,496 

繰延税金資産 41,213 26,463 

その他 52,544 99,803 

貸倒引当金 △4 △1 

流動資産合計 3,543,627 4,689,059 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 958,329 1,082,279 

機械装置及び運搬具（純額） 19,589 16,442 

工具、器具及び備品（純額） 16,550 20,070 

土地 972,347 932,408 

リース資産（純額） 2,443 23,551 

建設仮勘定 9,100 7,017 

有形固定資産合計 1,978,361 2,081,769 

無形固定資産    

のれん 125,871 375,545 

ソフトウエア 6,255 5,726 

商標権 1,192 1,060 

その他 179 613 

無形固定資産合計 133,499 382,946 

投資その他の資産    

投資有価証券 45,600 69,120 

その他 61,109 118,192 

貸倒引当金 △1,005 △1,005 

投資その他の資産合計 105,703 186,306 

固定資産合計 2,217,563 2,651,022 

繰延資産 15,193 16,359 

資産合計 5,776,385 7,356,441 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 284,853 426,356 

短期借入金 694,805 1,533,200 

1年内償還予定の社債 71,200 31,200 

1年内返済予定の長期借入金 498,299 569,527 

リース債務 568 7,114 

未払法人税等 121,745 3,924 

賞与引当金 51,327 39,875 

製品保証引当金 17,157 15,953 

資産除去債務 770 － 

その他 326,961 195,290 

流動負債合計 2,067,688 2,822,440 

固定負債    

社債 699,800 848,600 

長期借入金 1,069,819 1,799,383 

リース債務 1,952 16,795 

繰延税金負債 15,702 23,986 

資産除去債務 2,560 5,616 

その他 12,296 15,148 

固定負債合計 1,802,131 2,709,530 

負債合計 3,869,819 5,531,971 

純資産の部    

株主資本    

資本金 328,842 328,842 

資本剰余金 173,940 173,940 

利益剰余金 1,374,724 1,275,524 

株主資本合計 1,877,506 1,778,306 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 29,059 46,163 

その他の包括利益累計額合計 29,059 46,163 

純資産合計 1,906,566 1,824,470 

負債純資産合計 5,776,385 7,356,441 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 3,940,071 3,813,091 

売上原価 2,991,647 2,668,405 

売上総利益 948,424 1,144,686 

販売費及び一般管理費 982,636 1,100,703 

営業利益又は営業損失（△） △34,211 43,982 

営業外収益    

受取利息 503 535 

受取配当金 701 698 

受取手数料 16,978 13,146 

違約金収入 1,088 4,703 

その他 2,395 2,288 

営業外収益合計 21,667 21,372 

営業外費用    

支払利息 30,142 30,613 

支払保証料 10,530 6,277 

その他 4,457 3,659 

営業外費用合計 45,130 40,549 

経常利益又は経常損失（△） △57,674 24,805 

特別利益    

固定資産売却益 9 2,093 

特別利益合計 9 2,093 

特別損失    

固定資産除却損 1,160 1,092 

減損損失 1,135 － 

特別損失合計 2,296 1,092 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△59,961 25,806 

法人税、住民税及び事業税 5,544 7,443 

法人税等調整額 △19,570 14,812 

法人税等合計 △14,025 22,255 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△45,935 3,550 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △45,935 3,550 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△45,935 3,550 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △11,431 17,103 

その他の包括利益合計 △11,431 17,103 

四半期包括利益 △57,367 20,654 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △57,367 20,654 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結会計期間において、シティホーム株式会社の全株式を取得したため、連結の範囲に含めており

ます。なお、平成27年８月31日をみなし取得日としているため、同社の平成27年９月１日以降の四半期損益計算書

を連結しております。

 

（追加情報）

（固定資産の保有目的の変更） 

当第３四半期連結会計期間において、賃貸不動産の一部について、保有目的を販売目的へと変更したことに伴

い、固定資産として計上していた、建物及び構築物（純額）181,990千円、土地284,975千円及び建設仮勘定93,208

千円を、販売用不動産466,097千円及び仕掛販売用不動産94,076千円へ振り替えております。

 

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税率等

の引き下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は、従来の35.6％から平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については

33.1％に、平成29年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については32.3％となっ

ております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却費は、次のとおりであ

ります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成26年１月１日
至  平成26年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成27年１月１日
至  平成27年９月30日）

減価償却費 48,257千円 42,917千円

のれんの償却額 10,489 12,675

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日）

(1)配当金支払額

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年３月20日 

定時株主総会 
普通株式 82,120 20 平成25年12月31日 平成26年３月24日 利益剰余金 

 

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日）

(1)配当金支払額

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年３月20日 

定時株主総会 
普通株式 102,750 25 平成26年12月31日 平成27年３月23日 利益剰余金 

（注）１株当たり配当額には、記念配当５円が含まれております。

 

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

               

  報告セグメント 

 
不動産 

仲介事業 
新築戸建 
分譲事業 

建設請負 
事業 

損害保険 
代理事業 

不動産 
賃貸事業 

介護事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 265,437 3,197,469 196,234 33,156 140,108 107,666 3,940,071 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － 3,330 － 3,330 

計 265,437 3,197,469 196,234 33,156 143,438 107,666 3,943,401 

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
△3,131 109,215 9,718 3,740 51,706 1,917 173,166 

 

    （単位：千円） 

  合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

売上高      

外部顧客への売上高 3,940,071 － 3,940,071 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,330 (3,330) － 

計 3,943,401 (3,330) 3,940,071 

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
173,166 (207,378) △34,211 

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額207,378千円には、セグメント間取引消去1,812

千円、各報告セグメントに配分していない全社費用209,190千円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行ってお

ります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

  重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

  該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

  該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

               

  報告セグメント 

 
不動産 

仲介事業 
新築戸建 
分譲事業 

建設請負 
事業 

損害保険 
代理事業 

不動産 
賃貸事業 

介護事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 366,560 2,798,297 382,657 41,451 115,024 109,100 3,813,091 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
5,640 － － － 5,400 － 11,040 

計 372,200 2,798,297 382,657 41,451 120,424 109,100 3,824,131 

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
27,856 157,226 16,736 8,760 60,332 △4,467 266,444 

 

    （単位：千円） 

  合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

売上高      

外部顧客への売上高 3,813,091 － 3,813,091 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
11,040 (11,040) － 

計 3,824,131 (11,040) 3,813,091 

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
266,444 (222,461) 43,982 

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額222,461千円には、セグメント間取引消去1,250

千円、各報告セグメントに配分していない全社費用223,712千円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお

ります。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

 当第３四半期連結会計期間において、シティーホーム株式会社の全株式を取得し、連結の範囲に含めて

おります。これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間の報告セグメントの資

産の金額は、「不動産仲介事業」において208,785千円、「新築戸建分譲事業」において673,237千円、

「不動産賃貸事業」において215,719千円それぞれ増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

  該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

  当第３四半期連結会計期間において、シティーホーム株式会社の全株式を取得し、連結の範囲に含めた

ことにより、「不動産仲介事業」において208,131千円、「新築戸建分譲事業」において52,032千円それ

ぞれのれんが発生しております。

 

（重要な負ののれん発生益）

  該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 シティーホーム株式会社

事業の内容    主に不動産仲介事業及び新築戸建分譲事業

(2）企業結合を行った主な理由

当社グループの、地域密着戦略での事業展開におけるエリア拡大のため。

(3）企業結合日

平成27年８月28日（みなし取得日は平成27年８月31日）

(4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5）結合後企業の名称

変更ありません。

(6）取得した議決権比率

100％

(7）取得企業を決定するに至った根拠

当社が現金を対価として、全株式を取得したためであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成27年９月１日から平成27年９月30日まで

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価      250,000千円 

取得に直接要した費用  38,660千円 

取得原価       288,660千円 

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

(1）発生したのれんの金額 

262,350千円 

(2）発生原因 

シティーホーム株式会社が事業を展開するエリアにおける今後の事業展開により期待される将来の超過収益

力であります。 

(3）償却方法及び償却期間 

10年間にわたる均等償却 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△11円18銭 0円86銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△45,935 3,550

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△45,935 3,550

普通株式の期中平均株式数（株） 4,109,004 4,110,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要

－ －

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。また、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

株式会社ハウスフリーダム 

取締役会 御中 

 

三優監査法人 

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士 鳥居 陽   印 

 

  業務執行社員  公認会計士 坂下 藤男  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウス

フリーダムの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年７月１日

から平成27年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハウスフリーダム及び連結子会社の平成27年９月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


